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事業承継ガイドラインの改訂について
On the Revision of the Business Succession Guideline 
山本昌弘
はじめにー事業承継ガイドライン改訂の経緯一
2016年12月に事業承継ガイドラインが10年ぶりに改訂された。当初の事業承継ガイド
ラインは， 2006年6月に制定されたもので，そこでは「事業承継ガイドラインー中小企
業の円滑な事業承継のための手引きー」として，サプタイトルが付されていた。事業承継
ガイドライン検討委員会（委員長・松島茂）によって旧ガイドラインは作成され，事業承
継協議会が形成された。章立ては，以下のとおりである。
第一章事業承継対策の大切さ
第二章 中小企業の事業承継に潜む問題点
第三章事業承継計画の必要性
第四章 事業承継を円滑に進めるためのステップ
第五章 社会的に経営者をサポートする仕組み
第六章おわりに
その後， 2014年に，事業承継を中心とする事業活性化に関する検討会（座長・品川芳
宣）が中小企業庁に設置され，同年7月に「事業承継を中心とする事業活性化に関する
検討会中間報告」が公表される。この中間報告は，事業承継ガイドラインの改訂や
M&Aガイドラインの策定を提案する（事業承継を中心とする事業活性化に関する検討
会， 2014年， 59-60ペー ジ）。
この中間報告を受けて，まず2014年に中小企業向け事業引継ぎ検討会（座長・山本昌
弘）が，中小企業庁と中小企業基盤整備機構によって設置される。中小企業向け事業引継
ぎ検討会は， 2015年3月に「事業引継ぎガイドラインーM&Aを活用した事業承継の手
続きー」を公表する。その内容は，以下のようになっている。
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第1章 事業承継の計画的取り組みの必要性
第2章会社に引継ぐ場合 (M&A)
第3章 個人に引継ぐ場合（センターの「後継者人材バンク」事業）
第4章 トラプル対応
さらに．前述の事業承継を中心とする事業活性化に関する検討会に事業承継ガイドラ
イン改訂小委員会（委員長・山本昌弘）が設置され，こちらは2016年12月に改訂版の事
業承継ガイドラインを公表するのである。この事業承継ガイドラインは，以下の構成でサ
プタイトルのないシンプルな表題になっている。
第一章事業承継の重要性
第二章事業承継に向けた準備の進め方
第三章 事業承継の類型ごとの課題と対応策
第四章 事業承継の円滑化に資する手法
第五章 個人事業主の事業承継
第六章 中小企業の事業承継をサポートする仕組み
本稿では．旧事業承継ガイドライン及び事業引継ぎガイドラインとの比較を行いなが
ら，改訂事業承継ガイドラインの内容について紹介していきたい。
事業承継の3類型
新しい事業承継ガイドライン (15ページ）は．第一章第2節「事業承継とはどのよう
なものか」において．議論すべき事業承継に触れている。そこでは，「事業承継の類型」
と「事業承継の構成要素」が取り上げられている。まず事業承継の類型について．事業承
継ガイドラインは以下の3類型に区分している。
・親族内承継
・役員・従業員承継
・社外への引継ぎ (M&A等）
事業承継とは，事業を親族内であるか，役員・従業員であるか，社外であるかを問わ
ず，現経営者以外の人や組織が承継するものだということである。
社外への引継ぎであるM&Aの手続きについては， 2015年の事業引継ぎガイドライン
において詳細が論じられている。事業承継ガイドライン (16ページ）は．社外への引継
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ぎについて，以下のように論じている。
株式譲渡や事業譲渡等により承継を行う方法である。親族や社内に適任者が
いない場合でも，広く候補者を外部に求めることができ，また，現経営者は会
社売却の利益を得ることができる等のメリットがある。
（中略）
M&A等によって最適なマッチング候補を見つけるまでの期間は， M&A対
象企業の特性や時々の経済環境等に大きく左右され，数ヶ月～数年と大きな幅
があることが一般的である。相手が見つかった後も数度のトップ面談等の交渉
を経て，胸終的に相手側との合意がなされなければM&A等は成立しない。こ
のため， M&A等を実施する場合は，十分な時間的余裕をもって臨むことが大
切である。
近年， M&Aを活用して事業承継を行う事例は増加している。それには，後継者難と
ともに国の事業引継ぎ支援センターが各都道府県に設置されたことによって中小企業の
M&Aの認知が高まったことも大きいとしている（事業承継ガイドライン， 16ペー ジ）。
ここで，事業引継ぎガイドラインに関わる一連の用語に触れておくと，同ガイドライ
ンは，事業承継におけるM&Aと第三者承継を重点的に取り扱っているにもかかわらず，
M&Aという用語はガイドラインの副題にしか使用されていない。そして「引継ぎ」と
いう大和言葉が当てられ，事業引継ぎガイドラインとされている。当事者についても，一
般的な売り手企業と買い手企業ではなく，「譲り渡し」企業と「譲り受け」企業という用
語が当てられている。
事業承継の構成要素
事業承継の3類型の次に論じられるのが，すべての類型に共通する事業承継の3つの
構成要素についてである。事業承継ガイドラインは，第一章第2節第2項「事業承継の
構成要素」において，事業承継に共通する 3つの構成要素を，以下のようにあげている。
・人（経営）の承継
・資産の承継
・知的資産の承継
事業承継について，それは単に代表者が交代し，株式が承継されることであるという考
え方が存在するが，事業承継ガイドライン (17ページ）は，事業承継とは文字通り「事
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業」そのものを「承継」する取組であり，事業承継後に後継者が安定した経営を行うため
には，現経営者が培ってきたあらゆる経営資源を承継する必要があると主張している。事
業承継は，「事業承継＝株式の承継＋経営者の交代」という等式に矮小化されるものでは
ないのである。
人（経営）の承継の承継について，事業承継ガイドライン (18ページ）は以下のよう
に論じている。
人（経営）の承継とは，後継者への経営権の承継を指す。会社形態であれば代
表取締役の交代，個人事業主であれば現経営者の廃業・後継者の開業によるも
のと考えられる。現経営者が維持，成長させてきた事業を誰の手に委ねるべき
か，適切な後継者の選定は事業承継の成否を決する極めて重要な問題である。
特に，中小企業においてはノウハウや取引関係等が経営者個人に集中している
ことが多いため，事業の円滑な運営や業績が経営者の資質に大きく左右される
傾向がある。
親族内承継や従業員承継において，後継者候補を選定し，経営に必要な能力を
身につけさせ，また後述する知的資産を含めて受け継いでいくには5年から10
年以上の準備期間が必要とされ，これらの取組に十分な時間を割くためにも，
後継者候補の選定は出来るだけ早期に開始すべきである。
事業承継ガイドラインは，ここでも後継者確保が困難な場合を想定して会社や事業を社
外へ引き継ぐ，すなわちM&Aすることが重要な選択肢であることを強調している。た
だし，事業承継の3類型について特に優先順位を付けるようなことはせず，親族内承継
であろうが， M&Aであろうが事業が承継されるという事実に注目しているのである。
次に，資産の承継である。これについても，事業承継ガイドライン (18ページ）は，
以下のように述べている。
資産の承継とは，事業を行うために必要な資産（設備や不動産などの事業用資
産，債権，債務であり，株式会社であれば会社所有の事業用資産を包含する自
社株式である。）の承継を指す。会社形態であれば，会社保有の資産の価値は株
式に包含されるので，株式の承継が基本となる。他方，個人事業主の場合は，
機械設備や不動産等の事業用資産を現経営者個人が所有していることが多いた
め，個々の資産を承継する必要がある。
また，株式・事業用資産を贈与・相続により承継する場合，資産の状況によっ
ては多額の贈与税・相続税が発生することがある。後継者に資金力がなければ，
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税負担を回避するために株式・事業用資産を分散して承継し，事業承継後の経
営の安定が危ぶまれる等の可能性もある。そのため税負担に配慮した承継方法
を検討しなければならない。
資産の承継については，「株式」，「事業用資産（設備，不動産等）」，「資金（運転資金，
借入等）」をあげている。
3つ目の知的資産の承継であるが，事業承継ガイドライン (19ページ）は，知的資産
とは，「従来の貸借対照表上に記載されている資産以外の無形の資産であり，企業におけ
る競争力の源泉である，人材，技術，技能，知的財産（特許・ブランドなど），組織力，
経営理念顧客とのネットワークなど，財務諸表には表れてこない目に見えにくい経営資
源の総称」であるとしている。そして知的資産の承継について，以下のように論じてい
る。
どのような規模， どのような状況の会社であっても，その会社から製品・商
品・サービスを選び，購入してくれる顧客がある限り，それぞれの会社にとっ
ての知的資産があり，事業運営に活用されている。
例えば，中小企業においては経営者と従業員の信頼関係が事業の円滑な運営に
おいて大きな比重を占めていることが多い。そのため，経営者の交代に伴って
かかる信頼関係が喪失することで，従業員の大量退職に至った事例も存在する。
このような事態を防ぐためには，自社の強み・価値の源泉が経営者と従業員の
信頼関係にあることを後継者が深く理解し，従業員との信頼関係構築に向けた
取組を行う必要がある（事業承継ガイドライン， 19ペー ジ）。
知的資産の承継では，「経営理念」，「従業員の技術や技能」，「ノウハウ」，「経営者の信
用」，「取引先との人脈」，「顧客情報」，「知的財産権（特許等）」，「許認可等」の8つをあ
げている。事業承継において親族内承継が選好される大きな理由が，これらの知的資産の
承継が容易であることに起因している。
事業承継に向けた 5ステップ
事業承継ガイドライン (20ページ）は，「事業承継の円滑化のためには，早期に準備に
着手し，専門家等の支援機関の協力を得ながら，事業承継の実行，さらには自社の事業の
10年後をも見据えて，着実に行動を重ねていく必要がある」と述べている。事業承継の
重要な5つのステップについて，まずステップ1として，「事業承継に向けた準備の必要
性の認識」から事業承継の具体的なプロセスはスタートする。事業承継は，数年を要する
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大プロジェクトであるから，今すぐ始めても遅すぎることはないというのである。
次に，ステップ2として「経営状況・経営課題等の把握（見える化）」をあげている。
一般に「見える化」とよばれるものである。見える化とは，具体的な数値や指標によって
会社の実態を把握しやすくすることである。親族内承継・従業員承継であれ，社外への引
継ぎであれ，その内容は共通する。事業承継ガイドライン (21ページ）は，見える化に
ついて以下のように論じている。
事業を後継者に円滑に承継するためのプロセスは，経営状況や経営課題．経
営資源等を見える化し．現状を正確に把握することから始まる。
把握した自社の経営状況，経営課題等をもとに現在の事業がどれくらい持
続し成長するのか，商品カ・開発力の有無はどうなのか，利益を確保する仕組
みになっているか等を再度見直して自社の強みと弱みを把握し，強みをいかに
伸ばすか，弱みをいかに改善するかの方向性を見出すことが必要である。
事業承継ガイドラインは．この見える化には客観的な分析が重要であるとして．専門
家や金融機関等に協力を求めた方が効率的であるとしている。全体として，事業承継ガイ
ドラインは，事業承継の重要性を現場の経営者に訴える形で執筆されているものの，さま
ざまな局面において士業等専門家や金融機関等の支援機関が果たす役割の重要性を強調し
ている。このことは，親族内・従業員承継にも社外への引継ぎに共通するものであり， し
かも会社に限らず，個人事業主の場合でも同じであるとしている（事業承継ガイドライ
ン， 21ペー ジ）。
これを受けてステップ3は．「事業承継に向けた経営改善（磨き上げ）」が続く。事業
承継ガイドラインは，この「見える化」と「磨き上げ」を極めて重視しており．両方のス
テップをまとめて「プレ承継」とよんでいる。
そして事業承継のステップ4とステップ5は，「親族内承継・従業員承継」と「社外へ
の引継ぎ」でステップの内容が異なっている。親族内承継や従業員承継の場合には，ス
テップ4として後継者として想定されている次期経営者とともに，事業計画や資産の移
転計画を含む「事業承継計画」を策定する。そしてステップ5において，策定された事
業承継計画を実行に移すのである。事業承継の3類型でいえば，親族内承継と従業員承
継は，どちらも社内での承継であり，その手続きは同じだということである。
これに対し，社外への引継ぎでは，ステップ4において，事業の引き渡し先となる譲
り受け側とのマッチングが実施される。そして双方で合意が成立すれば， M&A等によ
る事業再編が実行される。これが，後者の社外への引継ぎにおけるステップ5である。
どちらの選択肢を採用するにせよ，このステップ4とステップ5が，それまでのプレ承
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継と区別された，狭義の意味における事業承継となる。
そして最後に，事業承継実行後に「ポスト事業承継」として新たな経営者によって事
業は継続される。そこでは，中小企業のさらなる成長• 発展に向けた新たな取り組みが期
待されるのである。
会社の経営状況の見える化
見える化について，事業承継ガイドラインは．「会社の経営状況の見える化」と「事業
承継課題の見える化」に区分している。前者の会社の経営状況の見える化につて，事業承
継ガイドライン (22ページ）は，以下のように論じている。
経営状況の把握は，会社を取り巻く環境変化やそれに伴う経営リスク等も合
わせて把握する必要があるため，例えば，業種団体・中小企業支援団体等が主
催する業界動向等に関する勉強会等に参加し，情報収集を行うことも有益であ
る。また，経営資源には，貸借対照表に計上される資産のみならず，知的資産
等の目に見えない資産も含まれることに留意が必要である。
「経営状況の見える化」の目的は，経営者自らの理解促進に留まらず，関係者
に対して自社の状態を開示することでもあるため，見える化に係る評価基準が
標準化されていなければならない。このため，正確で適正な決算書の作成や業界
内における地位の確認知的資産等の適切な評価などにも取り組む必要がある。
そして，経営状況の見える化に資する取組として，以下の6つを取り上げている。基
本的には，財務に関わるものである。
・経営者所有の不動産で，事業に利用しているものの有無，当該不動産に対す
る会社借入に係る担保設定，経営者と会社間の貸借関係．経営者保証の有無
等会社と個人の関係の明確化を図る。
・「中小企業の会計に関する指針」や「中小企業の会計に関する基本要領」等を
活用した適正な決算処理が行われているかを点検する。
・保有する自社株式の数を確認するとともに株価評価を行う。
・商品毎の月次の売上・費用（部門別損益）の分析を通じた自社の稼ぎ頭商品
の把握や．製造工程毎の不良品の発生状況の調査を通じた製造ラインの課題の
把握，在庫の売れ筋・不良の把握や鑑定評価の実施等を行い，適切な「磨き上
げ」に繋げる。
・「事業価値を高める経営レポート」や「知的資産経営報告書」等の枠組みや着
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眼点を活用し．自社の知的資産について，他社ではなく．なぜ．自社が取引先
に選ばれているのか等という観点から自社の事業価値の源泉について適切に認
識する。
・「ローカルベンチマーク」を活用して自社の業界内における位置付け等を客観
評価する。なお．人材育成．コスト管理等のマネジメントの向上や設備投資な
ど．中小企業の経営力向上を図る「経営力向上計画」や．同計画に基づく支援
措置を内容とする「中小企業等経営強化法」の活用も検討すべきである。同計
画の策定にあたっての「現状認識」の方法の一つとして．上記「ローカルベン
チマーク」の活用が想定されている（事業承継ガイドライン， 22ペー ジ）。
事業価値を高める経営レポートは，知的資産経営報告書ともよばれるもので，中小企
業基盤整備機構が開発した知的資産の価値を見える化するためのツールである。人材，技
術，知的財産（特許・プランド等），組織力，顧客とのネットワークなど，財務諸表に表
れてこない目に見えにくい経営資源である知的資産をしっかりと把握し活用することで，
業績の向上に結びつけることを目標としている。ローカルベンチマークは， 6つの財務
指標と 4つの非財務指標によって経営状態をトータルに把握するために，経済産業省に
よって開発されたツールである。ローカルベンチマークにおいて使用される財務指標は，
売上高増加率営業利益率，労働生産性， EBITDA有利子負債倍率，営業運転資産回転
率，自己資本比率である。
中小会計指針
中小企業の会計に関する指針（中小会計指針）は， 2005年8月に日本公認会計士協会，
日本税理士会連合会， 日本商工会議所，企業会計基準委員会の 4団体によって策定され
る会計の指針である。その後毎年のように改訂が施され，最新版は2018年3月12日と
なっている。企業会計基準の対象が上場大企業であり，圧倒的多数の中小企業・小規模事
業者には複雑すぎて使い勝手が良くないという問題を抱えていた。そこで，中小企業向け
に設定されたのが中小会計指針である。
ただし中小会計指針は，会計基準とは称していない。会社法第431条及び第614条は，
一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行に従うものとしており，その内容を文書化し
たものが，中小会計指針だということになる。その目的については，以下のように述べて
いる（中小会計指針， 3)。
本指針は，中小企業が，計算書類の作成に当たり，拠ることが望ましい会計
処理や注記等を示すものである。このため，中小企業は，本指針に拠り計算書
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類を作成することが推奨される。
また，会社法において，取締役と共同して計算書類の作成を行う「会計参与
制度」が導入された。本指針は，とりわけ会計参与が取締役と共同して計算書
類を作成するに当たって拠ることが適当な会計のあり方を示すものである。こ
のような目的に照らし，本指針は，一定の水準を保ったものとする。
もっとも，会計参与を設置した会社が，本指針に拠らずに，会計基準に基づ
き計算書類を作成することを妨げるものではない。
中小会計指針が主たる対象として念頭に置いているのは，会計参与を設置する中堅企
業である。同時に，金融商品取引法の適用を受ける会社並びにその子会社及び関連会社及
び会計監査人を設置する会社及びその子会社については，適用対象外としている（中小会
計指針， 4)。これらの会社は，金融商品取引法上の上場企業と会社法上の大会社とその
連結対象子会社である。そこでは，国際会計基準もしくは，国際会計基準に国際統合され
た企業会計基準（日本），国際会計基準を一部修正適用した修正国際基準（日本），財務会
計基準（米国）による財務開示がなされ，公認会計士による監査が施される。現在日本の
上場企業には， 4つの会計基準が認められている。
そのように複数の会計基準がすでに存在する中で，あえて中小会計指針が策定される
理由について，指針は以下のように論じている。
中小企業に限らず企業の提供する会計情報には，本来投資家の意思決定を支
援する役割や，利害関係者の利害調整に資する役割を果たすことが期待されて
いる。
投資家と直接的な取引が少ない中小企業でも，資金調達先の多様化や取引先
の拡大等に伴って，これらの役割が会計情報に求められることに変わりはない。
その場合には，取引の経済実態が同じなら会計処理も同じになるよう，企業の
規模に関係なく会計羞準が適用されるべきである。本指針は，基本的に，この
ような考え方に基づいている。
しかしながら，投資家をはじめ会計情報の利用者が限られる中小企業におい
て，投資の意思決定に対する役立ちを重視する会計基準を一律に強制適用する
ことが， コスト・ベネフィットの観点から必ずしも適切とは言えない場合があ
る。そこでは，配当制限や課税所得計算など，利害調整の役立ちに，より大き
な役割が求められる。また，中小企業においては経営者自らが企業の経営実
態を正確に把握し，適切な経営管理に資することの意義も，会計情報に期待さ
れる役割として大きいと考えられる。本指針では，その点も考慮して，中小企
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業が拠ることが望ましい会計処理や注記等を示している（中小会計指針， 6)。
中小会計要領
その後中小企業それもより規模の小さな企業向けに新たに策定されたのが，中小企
業の会計に関する基本要領（中小会計要領）である。中小会計要領は，中小企業庁の中小
企業の会計に関する検討会によって， 2012年2月1日に策定されたものである。公表後
は，一度も改訂はなされていない。
中小会計要領 (I-1)は，その目的について，以下のように述べている。
① 「中小企業の会計に関する基本要領」（以下「本要領」という。）は，中小企
業の多様な実態に配慮し，その成長に資するため，中小企業が会社法上の計算
書類等を作成する際に参照するための会計処理や注記等を示すものである。
② 本要領は，計算書類等の開示先や経理体制等の観点から，「一定の水準を
保ったもの」とされている「中小企業の会計に関する指針」と比べて簡便な会
計処理をすることが適当と考えられる中小企業を対象に，その実態に即した会
計処理のあり方を取りまとめるべきとの意見を踏まえ，以下の考えに立って作
成されたものである。
・中小企業の経営者が活用しようと思えるよう，理解しやすく，自社の経営状
況の把握に役立つ会計
・中小企業の利害関係者（金融機関，取引先，株主等）への情報提供に資する会計
・中小企業の実務における会計慣行を十分考慮し，会計と税制の調和を図った
上で，会社計算規則に準拠した会計
・計算書類等の作成負担は最小限に留め，中小企業に過重な負担を課さない会計
さらに国際会計基準との関係について，中小会計要領 (I-6)は，「安定的に継続利
用可能なものとする観点から，国際会計基準の影響を受けないものとする」と述べてい
る。その上で，「資産は原則として取得原価で計上する」と述べている（中小会計要領， I
-2)。
中小会計要領は，企業会計原則に象徴される戦後日本の会計ルールの特徴を色濃く残
している。国際会計基準との関係性を否定し，時価会計ではなく取得原価会計を原則とし
ているからである。各論で示していない会計処理等の取扱いについて．中小会計要領
(I-5)は，「本要領で示していない会計処理の方法が必要になった場合には，企業の実
態等に応じて，企業会計基準中小指針，法人税法で定める処理のうち会計上適当と認め
られる処理その他一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行の中から選択して適用す
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る」と述べている。
国際会計基準や企業会計基準が時価会計を推進する中，伝統的な取得原価評価に拘る
中小会計要領は，国際会計基準の影響を受けないと宜言し，取得原価評価で良しとするそ
のスタンスは明確である。川崎 (2016年）は，中小会計要領についてそれは「中小企業
会計基準」であると主張している。
事業承継に向けた磨き上げ
会計をはじめとするさまざまなツールによって会社の実態を把握したならば，次に行
うべきことは，会社の価値を高めること，すなわち磨き上げである。これがステップ3
「事業承継に向けた経営改善（磨き上げ）」である。ここまでのプロセスは，すべての事業
承継類型において共通である。プレ承継を構成する見える化と磨き上げは，「中小企業の
足腰を固める」ものであると，事業承継ガイドライン (20ページ）は述べている。
ここで，事業承継ガイドラインは，実はある種のジレンマを認識している。それは，
特に親族内承継においては，相続税対策が重視されると，企業価値が小さい方が支払うべ
き税額が少なくなるため，往々にして企業価値が意図的に低く据え置かれることがありう
るという問題である。これに対し， M&Aをはじめ外部に譲り渡す場合には出来るだけ
高く譲渡したいと現経営者は考える。事業承継ガイドライン (24ページ）は，以下のよ
うに述べ，どちらの場合であっても，企業価値を向上させて承継させることが重要である
と主張する。
しかし，事業承継は，経営者交代を機に飛躍的に事業を発展させる絶好の機
会であること，経営者は，次世代にバトンを渡すまで，事業の維持•発展に努
め続けなければならないこと等を考慮すると，親族内に後継者がいる場合で
あっても，現経営者は経営改善に努め，より良い状態で後継者に事業を引き継
ぐ姿勢を持つことが望まれる。
企業価値を高めることは，そもそも現経営者の務めだという訳である。市場経済の理
に適った考え方である。それゆえに，磨き上げが重要になってくるのである。磨き上げの
対象として，「業績改善や経費削減にとどまらず，商品やブランドイメージ，優良な顧客，
金融機関や株主との良好な関係，優秀な人材，知的財産権や営業上のノウハウ，法令遵守
体制など」を事業承継ガイドライン (24ページ）はあげている。貸借対照表上の資産
のみならず，知的資産も磨き上げの対象になるということである。
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社外への引継ぎ (M&A等）の手法
事業承継ガイドラインは，第三章第3節第 1項「社外への引継ぎ (M&A等）の代表
的な手法」において，以下の4つをあげている (63ページ）。前2者が株式譲渡によるも
ので，後2者が事業譲渡によるものである。
・会社の株式を他の会社に譲渡する方法（子会社化）
•株式を他の個人に譲渡する方法
・会社の事業を他の会社に譲渡する方法
・個人事業主の事業を他の個人事業主に譲渡する方法
会社の株式を他の会社に譲渡する場合であれ，他の個人に譲渡する場合であれ，株式
譲渡は，現経営者が所有している株式（場合によっては経営に直接参加しない親族が保有
する株式を含む）を第三者に売却するものである。この株式譲渡による引継ぎは，譲り渡
し側となる現経営者と譲り受け側となる買い手の間で，それが会社であれ個人であれ，株
主が変わるのみで．従業員との雇用関係や取引先や金融機関との契約関係には変動がな
い。
事業譲渡には．事業の全部譲渡（営業譲渡）と事業の一部譲渡（部分売却）が存在す
る。事業の全部譲渡では，会社や個人の事業全体が売却される。個人事業主の場合には，
譲渡される資産全体について評価し，売却される。その際には，工場や機械など個別の資
産だけではなく，ノウハウや知的財産権，顧客リストなど，事業を行うために必要なすべ
ての知的資産が含まれる。ここに資産の承継と知的資産の承継があえて区別されて論じら
れる根拠がある。
会社組織における事業譲渡でも，株式譲渡のように貸借対照表の貸方側ではなく，借
方側の資産をまとめて（オフバランスの知的資産を含めて）事業評価される。その場合に
は，譲渡対象となる資産が特定されるため．買い手にとって予期せぬ簿外債務等を承継し
てしまうリスクが低減されると，事業承継ガイドライン (63ページ）は指摘している。
株式譲渡の場合には，貸方側には負債が含まれており， しかも会社組織丸ごとだとオフバ
ランスの簿外債務まで引き継ぐことになってしまう。ここに，株式譲渡に対する事業譲渡
のメリットが存在する。なお，事業譲渡では，対価は主として現金（ないし現金同等物）
となる。
事業の一部譲渡は，会社が複数の事業を行っている場合に，個別の事業を資産サイド
で評価して売却する方法である。対価は，全部譲渡と同じく現金が基本である。これにつ
いて，事業承継ガイドライン (64ページ）は，以下のように論じている。
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株式譲渡等と比較すると，譲渡の対象資産が選別されるため，従業員との雇
用関係や買い手にとって不要な資産は引き取ってもらうことができない場合も
生じることがある。他方で，買い手の見つかりやすい事業・資産を選別するこ
とや，現経営者が手元に残したい事業・資産を選別することが可能であり，柔
軟性の高い手法である。
買い手からすれば，株式譲渡の場合には，会社を組織としてそのまま譲り受けること
になるので，基本的には全部の事業が譲渡されることになる。これに対し，事業譲渡の場
合には，全部譲渡から一部譲渡まで，双方で合意すれば，多様な契約が存在しうる。ただ
し，一部譲渡の場合には，譲渡しなかった事業は現経営者の手元に残ることになる。買い
手がすべての事業の譲渡を望まなかった場合などは，組織としての会社が一部事業ととも
に残ってしまうことに注意しなければならいないと，事業承継ガイドライン (64ペー ジ）
は指摘している。
M&Aで用いられるその他の手法
事業承継ガイドライン (64ペー ジ）は， M&Aで用いられるその他の手法として，以
下のものをあげている。
①株式交換
自社の株式と他社の株式を交換する手法である。株式交換を行うことで
二つの会社が完全親子関係を構成することとなるため，株式譲渡と同様，
雇用関係や契約関係等には変動を来さない。株式交換後に存続する会社か
らすれば，手元資金がない状態でも，金庫株の活用や新株の発行により他
社を傘下に収めることができるという利点がある。
＠冷併
会社の全資産・負債，従業員等を全て他の会社（合併存続会社）と統合
する手法である。例えば吸収合併の場合，売手の企業（吸収合併消滅会社）
は吸収合併存続会社に吸収されることとなる。
③会社分割
複数の事業部門を持つ会社等が，その一部を切り出してこれを他の会社
に売却する手法である。
例えば，食品の製造・販売を行なっている会社が，特定の事業に組み込
まれている貸地，貸家，マンションなどの不動産を手元に残し，食品部門
を他に売却するようなことも可能である。このように，買い手の見つかり
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やすい事業を分割対象にすることや，現経営者が手元に残したい事業を選
別することなどができ，柔軟性の高い手法であるといえる。
なお，分割後も残された事業は存続することとなるため，事業承継の場
面では，分割後に清算を行うなどの処理が必要となる。他方で，会社分割
は複数の後継者への事業承継時にも活用可能である。
多くの中小企業のM&Aでは，現場の従業員の雇用はそのまま継続される。ただし，
「簿外債務や現経営者が認識していない偶発債務等も含めて承継される点や，株式の売却
価格が時価と比較して著しく低い場合，時価で売却されたとみなされて譲渡所得課税を受
けるおそれがある点（みなし譲渡）等には留意すべきである」と，事業承継ガイドライン
(63ページ）は指摘している。
旧事業承継ガイドラインとの比較
ここで，事業承継ガイドラインの内容を2006年の旧事業承継ガイドラインと比較して
みると，旧ガイドラインでは第一章「事業承継対策の大切さ」，第二章「中小企業の事
業承継に潜む問題点」，第三章「事業承継計画の必要性」と，具体的な事業承継プロセス
に入る前に 3つの章が費やされており，詳細な事業承継フローチャートは第四章で提示
されていた。そして第五章「社会的に経営をサポートする仕組み」，第六章「おわりに」
となっていた。本題が第四章であるということは，当時事業承継が何故重要な問題なのか
について，「そもそも論」を展開する必要があったからであろうと推察される。新しい事
業承継ガイドラインでは，事業承継は，待ったなしの喫緊の課題となっており，第二章か
ら各論が展開されている。
旧事業承継ガイドラインの第四章では，事業承継に向けた 5ステップではなく，「事業
承継フローチャート」という用語が使用され，事業計画の立案と具体的対策の実行に区分
されていた。
① 事業計画の立案
・現状の把握
．承継方法・後継者の確定
・事業承継計画の作成
② 具体的対策の実行
・親族内承継
・従業員等への承継又は外部から雇い入れ
・M&A 
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前者の事業計画の立案では， 3つの局面がリストアップされ，後者の具体的対策の実
行では，事業承継の 3つの個別パターンヘと展開されていく。旧事業承継ガイドライン
には，新しい事業承継ガイドラインのキーワードともいうべき見える化や磨き上げといっ
た用語が使用されていない。
新しい事業承継ガイドラインの 5ステップでは，第一章で分けられていた親族内承継
と従業員承継が一括りにされ，親族や従業員以外の社外の第三者への承継とM&Aが社
外への引継ぎとして一括りにされて， 2つのパターンに集約されている。旧事業承継ガ
イドラインで「従業員等への承継又は外部からの雇い入れ」という形でまとめられていた
フローチャートは，新しい事業承継ガイドラインの5ステップ上は，従業員承継は社内
での承継ということで親族内承継と統合され（親族内・承継・従業員承継），外部からの
雇い入れについては， M&Aと同じ扱い（社外への引継ぎ）となっているのである。
事業引継ぎガイドラインとの比較
新旧事業承継ガイドラインにおける承継区分の相違をもたらした最大の理由は， 2015
年に事業引継ぎガイドラインが策定されたことにある。事業引継ぎガイドラインは，第
1章「事業承継の計画的取り組みの必要性」において，事業承継を親族内承継及び役員・
従業員承継と，社外への引継ぎとに区分し，後者に事業引継ぎという用語を当てて重点的
に論じている。事業引継ぎとは，親族内承継及び役員・従業員承継以外の承継方法だとい
うことである。
事業引継ぎガイドラインは，第2章「会社に引継ぐ場合 (M&A)」において，中小企
業がM&Aを実施して社外に譲り渡す場合の手続きについて詳細に論じている。新しい
事業承継ガイドラインは，事業引継ぎガイドラインを受けた形で，社内での引継ぎとして
親族内承継と従業員承継を議論し，それ以外のケースを社外への引継ぎとして一括りにし
ているのである。その意味で，旧ガイドラインに比べて， よりシンプルで骨太な構造に
なっている。
さらに，事業引継ぎガイドラインは，第3章「個人に引継ぐ場合（センターの「後継
者人材バンク」事業）」において，社外の個人に引継ぐケースを論じている。つまり旧事
業承継ガイドラインにおける「外部から雇い入れ」のケースについて後継者人材バンクを
中心に論述することによって， M&Aと同じように議論しようという訳である。後継者
人材バンクもM&Aも，事業引継ぎ支援センターの事業内容となっているからである。
したがって，事業承継に向けた 5ステップのうち，親族内・従業員承継のケースは，
新しい事業承継ガイドラインを参照にしながら，社内で事業承継を進めていくものであ
り，社外への引継ぎは，事業引継ぎガイドラインを参照にしながら，社外ヘアプローチ
し，特に事業引継ぎ支援センターを活用するものというように想定されているのである。
34 ー経理知識一
まとめー中小企業政策としての事業承継ガイドライン一
事業承継を単にプライベートな問題とせず，国の政策として展開することについて，
事業承継ガイドライン (90ページ）は，「おわりに」において以下のように論じている。
最も重要なのは，中小企業は雇用や地域経済を支える大切な公器でありそ
の事業承継は．経営者のみならず，支援機関を含むすべての関係者にとっての
「共通課題」であると認識することです。
中小企業では，上場大企業とは異なり， M&Aマーケットが整備されてこなかった。そ
のため中小企業のM&Aは民間ビジネスが成立しづらかったのである。そこで事業引継
ぎガイドラインに沿って中小企業のM&Aの仕組み作りをすることで，市場による事業
引継ぎを容易にしようとしたのである。事業引継ぎ支援センターは，証券取引所と同じ機
能を果たすことになる。
事業引継ぎを含む事業承継について，国の中小企業政策としてなすべきことは，民間
ビジネスが成立しづらい領域や，社会的に重要な領域において，制度作りを行うことであ
る。国の政策としては補助金や優遇税制が直接的であるが，より長期的かつ持続可能なの
は，制度を整備して多くの人々に使いやすくすることである。制度とは，公式・非公式を
含めたルールの束であり， Jレールがしっかりしていれば，制度はより円滑に機能する。
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